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職務給は，職務評価にもとづく基本給であり，職務に対して支払われる
仕事給である。それは，人事考課や年功序列にもとづく属人給ではない。
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そして，職務給は人事管理ないし生産管理における労働者対策の側面をも
っ賃金形態である。しかし職務給を含めて賃金は，機械化原理に指導さ
れる人事管理における労働者対策の面を持つことはもちろんであるが，人
間化原理に指導される狭義の労務管理における労働者対策の面をも持つも
のである。つまり，賃金は，狭義の労務管理における労働者対策の面でも
有用であり，特に，労働者の生活の安定ということは勤労意欲の高揚にと
って大きな有用性をもっ。したがって，職務給においても，狭義の労務管
理の面からする労働者の生活安定を考慮すべきであると考えられるのであ
る。こうして，職務給において生活賃金の側面をどのように導入すべきか
は重要な問題である。
そこで，本橋では，まず本論の基礎として，職務給の本質と生活賃金の
必要性に触れた上で，職務給への生活賃金的要素の導入について，三つの
ケースを取り上げ検討してみたいと思う。そして，この三つのケースのう
ちの最後のケースについて，点数法 PointMethod (職務評価法)による
具体的な導入の例を示すことにしたい。
I.職務給と生活賃金
1. 職務給の本質
職務給設定の手続きに即して， 日経連は，職務給を次のように定義して
いる。すなわち，職務給とは，①まず，職務分析を行なって，個々の職務
に関する情報を収集し整理すること，①この職務に関する情報にもとづい
て職務評価を行なうこと，①職務評価によって決定された職務の価値に応
じて賃率を決定すること，の三段階によって実現されるものであるとする。
しかし一般には①の賃率決定の前に，“職級編成"がL、れられて，手続
きは4段階とされる。つまり，この職級編成によって職務給は，また職階
級としての性格を有することになるのである。
次に，通産省産業合理化審議会は，職務給を次のように定義している。
すなわち，職務給とは，各職務の質(職務内容)を明確にするとともに，
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各職務相互間の相対的価値を確定することを前提として設定される基本給
であるとする。そこで，この定義を端的にし、えば，職務給とは職務内容(職
務の質)を基準として設定される基本給であるということであり，いうな
らば，職務相互間の基本給の相違に合理的な基礎づけを与えようとするも
のといえる。しかしこの定義の“前提"に三つの内容が含まれているこ
とには留意されねばならない。すなわち，第一に職務内容(職務の質)の
明確化であり，第二に各職務相互間の相対的価値の確定化である。この第
一の内容が“職務分析 jobanalysis"であり，第二の内容が“狭義の職務
評価"である O 普通には，この二つを一括して職務評価 jobevaluation 
とよぶ。したがって，職務給は，職務分析と狭義の職務評価の二つの内容
・手続きを経て設定される基本給であるといえよう O そして，ここから，
職務給設定の前提こそ職務評価であるといえる。
ところで，職務分析は，狭義の職務評価の前段階として不可欠の手続き
ではあるが，その目的は適正なる人事管理のために発達したことからみて，
広い効用をもつものである。すなわち，職務分析によって，各職務に必要
とする資格要件が明らかにされるために，教育訓練の方針がたてやすくな
るばかりでなく，適材適所主義を実現することが可能となること，また，
職務内容の明確化によって，職務の標準化と安定化が促進されるので，能
率を増進させることができること等の広い効用をもっ。このことは，職務
分析をかえって職務給固有の内容・手続きとはしないこととなるのであ
る。こうして，ここで特に重視しなければならないのは，必然的に，狭義
の職務評価という内容-手続きということになる。したがって，狭義の職
務評価こそ，職務給固有の内容・手続きとして，職務給設定のために必要
不可欠の本質的な前提となる。
なお，ここで狭義の職務評価に関して留意しておかねばならないことは，
評価とは，本質的に判断であるということ~あり，結局のところ人間の判
断に依存しているということである。しかも，この人間の判断は，本来主
観的なものなのであって，究極的な客観性は実現できないものということ
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である。そうであるにしても，判断のすじみち・手続きを組織化して，で
きうる限りの客観性・普遍性を付与しようとするのが狭義の職務評価に他
ならない。つまり，狭義の職務評価における評価の客観性は“判断の適正"
に帰着するのであるO
2. 生活賃金の必要性
賃金は種々の性格を有するものであるが，それは，労働者の立場からみ
るとき，生活費(生計費)としての側面を有するものである。しかし，立
場をかえて，企業経営側からみるとき，それはコスト(労務費・生産性)
としての側面を有するものとなる。労働者の立場からする生活費としての
賃金は労働者には高い方がよいであろうし企業経営の立場からするコス
ト(労務費)としての賃金は低い方が好ましいことはいうまでもない。そ
こで，いわゆる高賃金低労務費の実現が要求されることになるわけである
が，それは一般に高生産性ないし高付加価値性の追求によって実現可能性
を見い出し得るとされる。ここで重要なことは，低労務費の実現可能性を
追求するにあたって，労働者の生活費たる賃金の切り下げによるのではな
いこと，かえって，労働者の賃金を高くすることが考えられていることで
あるO このことは，労働者の生活費としての賃金の側面の重要性を，企業
経営が認識していることを意味するO
ところで，企業経営における職務に要請される仕事 workrequiredと
達成される仕事 workachievedの質と量が等しい労働に対して支払われ
る賃金が，とりもなおさず職務給であるとすれば，職務給はまさに，労働
力の最高能率的利用を志向する“機械化原理"によって指導される人事管
理の範囲に属するものといえる。つまり，職務給としての賃金は，労働力
の所有者の勤労意欲の高揚を志向する“人間化原理"によって指導される
狭義の労務管理の範囲に属するものではないということである。ここから，
職務給を貫く原理は，まさに人事管理の指導原理たる“機械化原理"にほ
かならないことが明白となる。
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しかし賃金は，狭義の労務管理における労働者対策の面で全く有用で
ない訳ではなL、。それは，特に労働者の生活の安定による勤労意欲の高揚
をはかる面で大なる有用性をもっ。そうだとすれば，職務給についても狭
義の労務管理の面を大いに考慮せねばならないことになる。このことは，
職務給の指導原理たる“機械化原理"の延長線上において，さらに，“人
間化原理"が考慮されねばならないことを意味する。そして，このことは，
職務給における生活賃金の必要性を意味することにほかならなし、。職務給
は，企業経営にとっては労働力の最高能率的利用をはかるために，また，
労働者にとっては勤労意欲の高揚をはかるために，なお依然として関心の
ある賃金形態なのである。ただ，狭義の労務管理に属する生活賃金の“財
源"が，資本主義企業経営においては，人事管理を含む生産管理以外には
求めようがないということには，特に留意すべきである。
il.職務給への生活賃金的要素の導入
1. 職務給自体への導入
さて，今日の賃金は，単純に“労働の対価"のみならず，“労働力の対
価"ないし“労働力の所有者の対価"をも考慮せねばならないものとして
発展してきている。このことは，労務管理における“機械化原理"と“人
間化原理"の二つの相反する指導原理が要求するところからみても妥当で
ある。そうだとすれば，職務給は労働力の最高能率的利用を志向する機械
化原理に指導される人事管理に属するものではあるが，なお，労働力の所
有者の勤労意欲の高揚を志向する人間化原理に指導される狭義の労務管理
に属する生活賃金的要素の導入を否定することはできないと理解するべき
であろう。
そこで，職務給への生活賃金的要素を導入するケースとしては，次のよ
うな三つが考えられる。まず第ーには，職務給自体への導入のケースであ
り，第二には，職務給に付加して導入されるケースである。そして，第三
には，職務給の絶対賃金額決定の際の賃率における導入のケースである。
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ところで，第一の職務給自体への生活賃金的要素の導入については，こ
れは明らかに不可である。なぜなら，職務給は機械化原理によって指導さ
れる人事管理ないし生産管理の範囲に属するものであって，人間化原理に
よって指導される狭義の労務管理の範囲に属するものではないからであ
る。それは，労働力としての労働者を対象とする人事管理と，労働力の所
有者としての労働者を対象とする狭義の労務管理との相違を背景とするか
らに他ならない。つまり，職務給自体は，生活賃金的要素とは全く質的に
異なるものであって，両者はその性質上相容れるものではないのである。
こうして，職務給は依然として職務給なのであって，生活賃金的要素をそ
れ自体に受け入れるようなものではないのである。
2. 職務給への付加的な導入
これは，いうならば職務給を基本給として これに生活賃金的要素を付
加給として導入するケースである。今日の賃金が，労働の対価のみならず
労働力の対価(労働力の所有者の対価)をも考慮するものである以上，職
務給への生活賃金的要素の付加的な導入は当然是認される。それは，第一
に，職務給が労働者の所有する労働能力を果して適正に評価するかという
こと，第二に，職務給は労働者の労働能力の伸長を適正に評価するかとい
うこと，第三に，職務給は労働者の生活の必要を全く無視してよいかとい
うこと，の三つの問題に対して，いずれについても否だからである。
すなわち，第一の問題について。職務給は，労働の対価(職務の対価)
としての賃金要素であって，職務が労働者に対して要求する能力の対価で
あるO それは，企業経営において“同一能力・同一労働 equalwork for 
equal ability"が実現されることによる，能力給としての職務給(能力給
=職務給)なのである。しかし“同一能力・同一労働"が実現されてい
ないときは， I一般には，労働者の所有する能力が，職務の労働者に対し
て要求する能力を超過することとなり，労働者はついに自己の能力を十分
に発揮しえなし、」というような事態が出現する。いわば，労働者にとって
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職務における役不足(オーバー・アピリティ overability)の事態の出現
であるO このような事態は，企業経営で出現することであることから，ま
た，企業経営による教育訓練・配置・配置転換等から生ずることであるこ
とから，労働者の使用者たる企業にその責任があると見るべきであろう。
すなわち，現代において，しかも，資本主義社会において，企業以外に責
任をとるべき者は見当らないのである。そこで， I企業は当然に，その労
働者に対して能力給と職務給との差額を保障Jせねばならないことにな
る。この差額とは，職務を超える能力に対する能力給として理解されるO
L 、L、かえれば，それは“資格給"とL、う賃金要素として理解される。こう
して，労働者の所有する労働能力は，職務の労働者に対して要求する能力
についての職務給と，職務の労働者に対して要求する能力を超えた労働者
の能力についての資格給との，二つの賃金要素で評価されることになる。
しかも，この職務給も資格給もともにその実体は能力給にほかならないの
である。ただ，職務給は機械化原理によって指導される人事管理的要素を
もっ賃金要素であるのに対し，資格給は属人給的要素， したがって，生活
賃金的要素をもっ賃金要素である点で異なることには留意すべきである。
しかしまさにこの点で，職務給は資格給(能力給)を付加的な賃金要素
として導入せざるを得ないのである。そして，このことは，今日の賃金が
労働力の所有者の対価をも考慮せざるを得ないことを証明するものに他な
らなし、。
次に，第二の問題につしてO 労働者は，特定の職務に勤続することによ
って，その労働能力に伸長が認められるのが一般的であると同時に，その
反面では，他の企業に就職し得る機会を失しているといえる。のみならず，
労働者の勤続は，企業経営上，労働移動に関する募集・採用 教育訓練等
の費用を節減与ると同時に，また，職場雰囲気の形成やノウハウの蓄積に
おし、て大きな貢献をしているとみられる。したがって，企業には，これら
についての保障をすべき責任があるといわねばならないのである。こうし
て，職務給への付加的な賃金要素として“勤続給(属人給)n を導入すベ
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き必要性が認められるのである。
最後に，第三の問題について。労働者は，年令が加わることによって，
結婚，出産・育児，子弟の教育等，生活上の必要が増すのが一般的である。
また，労働者自身の教育・訓練や社会的な生活水準の向上にともなう“必
要"もある。したがって，企業は，現実の要請としての，これらの労働者
の生活の必要を無視できないと思われるのである。こうして，企業は，ま
た，職務給への付加的な賃金要素として“年令給(属人給)n を導入せざ
るを得ないのである。
このようにして，労働の対価としての職務給は，労働力の対価ないし労
働力の所有者の対価としての資格給・勤続給・年令給とL、う生活賃金的要
素を導入することが可能となる。そうだとすれば，この付加的な賃金要素
を導入した職務給は，職務給を基本給とし，資格給・勤続給・年令給を付
加給とする“職務給制度"とL、う賃金体系として理解されよう。なお，職
務給制度においては職務給が基本給である以上，その付加給に対する相対
的な賃金絶対額が大きな比率を占めるということは当然である。
3. 職務給の賃率においての導入
職務給は職務評価を前提とする賃金形態であるが，この職務評価は，職
務給の賃率設定に関しては何らの解答も用意するものではない。つまり，
職務給については， I賃金水準決定の原則は取りあげられてはいない。そ
こで取りあげられているものは，職務給の決定に関しては，職務の相対的
価値の決定に関連する“同一労働・同一賃金の原則"のみ」なのである。
職務評価は，あくまでも，職務の質としての職務の困難度の相対的差異を
客観的に格付けるところにその主限があるのであって，職務給の賃率設定
ないし賃金水準決定に関しては何も取りあげるものではないのである。そ
うだとすれば，職務絵の賃率設定ないし賃金水準決定に関しては， Iおの
ずから別個の原則が要請せられるべき」ことになる。職務評価ないし職務
給にとって，この点は特に留意されねばならないことである。
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なお，ここでし、う“同一労働・同一賃金 equalpay for equal workの
原則れとは， iほんらい同ーまたは同種労働について言われたものであっ
て，本質的に種類を異にする諸労働間の賃金率を問題にする職務評価また
は職務給とはその次元を異にする」ものである。しかも，この原則は， iも
ともと男女聞の賃金差別をなくす目的で労働組合側から提唱されたもので
あって，職務給固有の原則ではなL、」のである。つまり，職務評価は，i賃
金水準とは一応かかわりがなし、」ものであり，また， i職務と賃金の額と
の関連は絶対的なものでなし、」のである。こうして，職務評価の結果を賃
金絶対額に結合するに際しての原則は “同一労働・同一賃金の原則"で
もなければ，“賃金水準"でもなく，もともと，職務評価のうちには，こ
の原則は求めようがないことなのである。こうして，職務給の賃率設定に
関する原則は，“別個の固有の原則"に求められねばならないことになる。
ところで，職務給の賃金絶対額決定の実際においては， i賃金傾向線」
が作成されるようである。そこに，現行の賃金形態ないし賃金体系の変更
を目指す意図があったとしても，その賃金総額にはさほどの変更をもたら
さないような賃金管理が目指されていることは明らかである。このような
意図が労働者の全ての賃金絶対額の上昇を計画するとは決していえない
し，むしろ，かえって， i労働者の大部分の賃金が低くなる，とくに高年
令層の賃金が低下する」ことになる恐れが多い。もしそうだとすれば，職
務評価ないし職務給は，結果的に，あらかじめ決められた賃金総額の配分
のための単なる技法ないし賃金形態にすぎないことになろう。このことは，
職務評価ないし職務給の科学性を希薄にする原因となる。そして，このよ
うな職務給の賃金絶対額決定の背景に，“企業の生産力ないし支払能力"
が存在することはいうまでもないが，賃金絶対額は，この企業の生産力な
いし支払能力を最上限とするにしても，少なくとも労働者の生活費を最下
限として保障するものでなければならないであろう。たしかに，賃金の財
源は企業の生産管理に求めるより他にないことは明白であるが，このこと
は賃金総額の絶対抑制のための用具としてよりは，賃金総額決定後の比較
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基準として用いられるべきものである。すなわち，賃金は，その総額が企
業経営にとっては“固定費"として考慮されるべきものであって，また，
企業の生産力ないし支払能力は，賃金総額決定に先行するような性格のも
のではないと思われるからである。
そこで，職務給における賃金絶対額の決定にあたっては，“労働者の生
活"をこそ，その背景にすべきであるように思われる。すなわち，それは，
機械化原理を指導原理とする職務給の賃率設定において，人間化原理を指
導原理とする“生活賃金的要素"の導入を考慮することに他ならない。そ
して，そうすることが労働者の生活の安定ないし勤労意欲の高揚に大きな
有用性をもっと思われるからである。ここから，この人間化原理を背景と
した賃率設定に関する原則は，“労働者の生活水準"とすることがふさわ
しいと思われる。そして，この原則によるとき，職務評価を賃金絶対額に
結合する賃率設定の段階においては，職務給ないし職務評価の背景たる機
械化原理はむしろ否定されることになる。こうして，人間化原理を背景と
する“労働者の生活水準"の原則が賃率に導入され，そして，この賃率が
職務評価の結果に結合されることによって，職務給は“生活賃金化"する
のである。ここにおいて，職務給の賃率設定に関する固有の原則として，
新しく“労働者の生活水準"を主張したし、。そして，この原則の導入は，
L 、うなれば職務給を生産力賃金ないし支払能力賃金にかえて生活賃金とす
る，新しい試みに他ならないのである。
なお，ここでし、う生活水準とは， i歴史的・社会的な性格をもつもので
あって，賃金とは無関係に先行する」ものであり，それは， i国際的な文
化的・道徳的水準によって決定されるもので，それぞれの国の賃金の大き
さや生産力の水準によって支配されるものではなL、」と考えるべきであ
る。そして，また，“労働者の生活水準"には，労働者が所有する労働力
の消耗をいやすための生活必要物資の購入価格が，直接に考慮、されねばな
らないであろう。しかし，労働者が，依然として「自己の生活の生活設計
を自己の責任において行421という，企業経営との機能的結合関係の下に
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あることには十分留意せねばならなし、。
lV.職務給の賃率における生活賃金的要素の導入の例
1. 点数法 PointMethodによる職務評価
職務評価の主たる方法としては，その古い1原に，序列法，分類法，点数
法，要素比較法の四つがあげられるが，このうち，点数法は， rより分析
的であり，多くの人の合意を得られやすし、」とL、う特徴をもっO そこで，
この点数法 PointMethodにおける賃率設定の例によって，職務給の賃
率における生活賃金的要素の導入をみていくことにしたいと思う。
さて，点数法による職務給設定までの手順は次の通りである。
① 各職務内容を分析すること。
① 各職務に共通な評価要素を選定すること。
① 評価要素ごとに，一定のウエイト weightを掛けること。
① このウエイトにそって点数を配分すること。
① 各評価要素を評価すること。
① 各評価ごとの評価得点を合計すること。
① 評価得点によって，何段階かの職級に分類すること。
以上の手順のうち，①の評価要素の選定と，①のウエイト掛けについて
は若干の留意すべき点がある。
まず，評価要素の選定について。これは，あくまでも， r個々の職務を
評価するためであって，その職務に従事している個々の従業員を評価する
のではなし、」のであって，職務と人(従業員)とを切り離して考えるもの
であるという点には留意せねばならない。また，評価要素というものは，
各職務の困難度と企業に対する重要度の二つの観点から，経験的に選定さ
れるようであるが，後者の観点から選定される“責任要素"については導
入さるべきではないと思われる。それは “責任"を除く他の評価要素の
評価結果が，とりもなおさず“責任"を評価することになるのであって，
改めて“責任要素"を導入することは二重評価になるからであり，また，
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評価結果からみて，特定の役付層や監督工層を意図的に高く評価すること
になるからである。すなわち，企業に対する重要度の観点の導入自体は，
二重評価をもたらすので不要なことなのである。こうして，評価要素は，
各職務の困難度の観点からのみ選定されるべきである。
次に，ウエイト掛けについて。これは，一般に，一度決定すればその後
は絶対に変更しないものとしてではなく， i試行錯誤的に何回か実験して
みた後に決定する」もののようである。その決定が試行錯誤的であるとは
いっても，他に全く拠るべき基準がないという訳ではない。すなわち， i基
準となる職務の現行賃金率とその構造をあたえられたものとして受けと
り，その構造をたよりに，一定の統計的操作をもちいてJ，ウエイトを掛
けるとL、う基準がある。この統計的操作とは， í~ 、くつかのセットのウエ
イトを仮設し，その各々に基づいて評価してみて，その結果をそれぞれ現
行の基準職務の賃金率構造に照してこれを検証一一(中略)ーーしてみて，
その中から最適のセットを選び出す方法」なのであるから，やはり，基本
的には“試行錯誤的"というべきである。したがって，ウエイト掛けにお
いては“試行錯誤的"を基本として， iその会社の方針その他の実情をじ
ゅうぶん考慮し，他社の例を参考にするなどの方法」を加味して行なうよ
り他に方法はないのかもしれない。しかし評価要素が，各職務の困難度
の観点から選定されたものである以上，このウエイト掛けにおいても，各
職務の困難度と Lづ職務の質を， i社会的・客観的に評価し，判定するた
めの必要1によって実施されねばならないということには，十分留意され
る必要がある。なお，ウエイト掛けによって評価点数が配分されると，こ
の段階で各評価要素は，はじめて各職務に対する評価基準となる。この段
階に至る以前においては，職務は全体として把握され，分析の対象とされ
たのであるが，この段階においては，もはや職務とは別個に独立させられ
たものとして，各職務を評価する基準となるのである。
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2. 点数法 PointMethodにおける賃率設定(一点当りの賃率)
点数法 PointMethodにおける賃率設定は，一般に，手1原の⑦の職級
分類の後で実施されることになるのであるが，ここでは，この賃率設定に
おいて“労働者の生活水準"という新しい原則を反映させることを検討し
てみたい。
ところで，“労働者の生活水準"と L、う原則は，労働者の最高能率的利
用による物的化・非人間化を克服する人間化原理を背景として，労働者の
生活の必要ないし勤労意欲の高揚を志向するために，職務給を生活賃金化
しようと試みるための原則である。いうまでもなく，職務給は，職務給制
度において個人給を付加され，かつ，個人給部分に対しては賃金絶対額の
相対的な大きさをもつものではあるが，ここでは，さらに一歩をすすめて，
職務給そのものの生活賃金化を，その賃率設定段階における“労働者の生
活水準"の原則の導入によって，実現しようというものである。
そこで，この原則を反映させた，具体的な点数法における賃率設定は次
のようになるO
① 職務の評価総得点を職級に格付ける段階は“省略"する。したがっ
て，職務給は職級賃金ではない。なお，職務の評価総得点は，そのま
まで賃率に結合されることになる。
① そこで， r職務の評価得点一点当りの賃率(賃金絶対額)Jを設定す
る。
① この“一点当りの賃率"は，“労働者の生活水準"の原則を反映し
て設定される。ここで，この“一点当りの賃率"は生活賃金的要素を
もつことになる。
① “一点当りの賃率"は，健康で文化的な最低限度の労働者の生活を
保障するための 、わば，“最低限度の生活に必要な物資の購入価格
の総和"を，“最低の評価総得点"で除して求める。これは，最も低
L 、評価総得点者の生活の保障を意図するものに他ならなし、。
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① “最低の評価総得点"は固定的なものとし“最低限度の生活に必
要な物資の購入価格の総和"は変動的なものとする。
@ “一点当りの賃率"に，“各職務の評価総得点"を乗じて，“各職務
の賃金絶対額"が決定される。したがって，職務給は範囲職務給でも
なく，単一職務給でもない。それは， r個別職務給 individualjob 
rate， individual job evaluation wage rate systemJの形態をとること
になる。
⑦ 賃金の格差は，最も低い評価総得点者の生活を保障した賃金絶対額
の上に刻み上げられていくことになる。
以上の通りであるが，ここで重要なことは，“最低限度の生活に必要な
物資の購入価格の総和"を求めることであろう。とりわけ，労働者が人間
としての最低限度の生活に必要とする物資の“種類"と，その“購入価格"
については，歴史的・社会的な性格および文化的・道徳的水準を考慮、し
て，“具体的，かつ，客観的・超企業的"に決定されることが大切である。
しかも，その“総和"は，労働者の最低限度の生活に必要な物資の種類と
その購入価格の変動に応じて， r改訂されねばならなし、」ことはいうまで
もない。なお，蛇足ながら，労働者の最低限度の生活とは，決して生存の
意味ではないことを確認しておきたし、。
こうして，機械化原理を背景とする職務給(職務評価一一点数法)に，
人間化原理を背景とする“労働者の生活水準"の原則を反映させた賃率を
導入することによって，その賃金絶対額が生活賃金的要素をもった職務給
ないし職務給制度が実現できるように思われる。
V.おわりに
以上，職務給の本質と職務給における生活賃金の必要性に触れた上で，
職務給への生活賃金的要素の導入のケースを三つ設定し，それぞれを検討
してきた。職務給は機械化原理によって指導される人事管理ないし生産管
理の範囲に属するものであるから，第一のケースの職務給自体への生活賃
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金的要素の導入は明らかに不可であるが，第二のケースにみるように，資
格給・勤続給・年令給というような個人給(属人給)を生活賃金的要素と
して，職務給に付加的に導入することは可能である。しかし，この付加的
な導入のケースでも，職務給自体への生活賃金的要素の導入がなされるわ
けではない。それは，あくまでも職務給と併列的に導入されるものである。
そこで，第三のケースでは，職務給自体へではなく，職務評価の結果が賃
金絶対額に結合されるときの賃率において導入する。この賃率には，“労
働者の生活水準"が賃率設定の新しい原則として反映させられ，したがっ
て，生活賃金的要素が導入されることになる。つまり，職務給が生活賃金
化されるのではなく，職務給の賃金絶対額が生活賃金化されるのである。
そして，この第三のケースを，点数法(職務評価法)によって展開してみ
た。そこでの要点は，職務の評価得点一点当りの賃率の設定であり，労働
者の最低限度の生活に必要な物資の購入価格の総和を求めることである。
こうして，ここでの職務給は，“個別職務絵"の形態をとって出現するこ
とになるし，また，その賃金絶対額が生活賃金的要素をもった職務給とし
て出現することになるのである。このことは，視点をかえれば，職務給の
賃金絶対額において，その賃金水準を生活水準に限りなく近づける試みと
もいえよう O
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